
庁 議 案 件  Ｎｏ．2 

令和 2年 7月 16日   

所管 市長公室 政策企画部 

件  名 令和 3年度 国の施策・予算に関する提案・要望について 

経過・現状 

 

政 策 課 題 

○本市の重点施策を着実に推進するために、国からの確実な財政措置等、国事業の

推進、国における制度改正などについて、積極的に働きかけていく必要がある。 

対 応 方 針 

 

今後の取組 

（案） 

上記の課題を踏まえ、今年度は、以下の視点に基づき 21項目を選定し、国に対して

提案・要望活動を実施。 

 

【選定の視点】 

①国による財政措置の拡充や事業採択等を内容とするもの 

②市域内における国事業の推進を内容とするもの 

③国による法律や制度の改正等求めるもの 

 

【提案・要望項目】 

◎最重点要望項目 7項目 

 ○地方財政の推進 

  ・新型コロナウイルス感染症対策に取り組む自治体への支援 

・真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正と 

臨時財政対策債の廃止について 

○連続立体交差事業（南海本線・南海高野線）の推進について 

○泉北ニュータウンの再生について 

  ・栂・美木多駅前周辺地区における日常生活の利便性と賑わい創出に向けて 

  ・泉ヶ丘駅前周辺地区の活性化と「健幸まちづくり」に向けて 

  ○大和川左岸の河川空間と一体となった魅力向上の推進について 

○都市計画道路の整備について 

  ○大都市活動を支える下水道事業の推進について 

  ○基幹的広域防災拠点の耐震強化岸壁の早期整備について 

 ほか、重点要望項目 14項目 

 

【今後のスケジュール（案）】 

・7月下旬～        関係省庁への要望活動を実施 

効果の想定 

・国からの財源確保 

・国事業の推進 

・国の制度改正 

関係局との 

政 策 連 携 

以下の各要望項目所管局及び東京事務所と緊密な連携を図る。 

財政局、文化観光局、健康福祉局、子ども青少年局、建築都市局、 

建設局、上下水道局 

 



№
最重
点

新規
変更

要望項目 要望の種類
提案・
要望先

所管局

◆地方財政の推進

地方財政の推進

○新型コロナウイルス感染症対策に取り組む自治体への支援
財源確保
制度改正

総務省
財務省

財政局

○真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正と臨時財政対
策債の廃止について

権限委譲
財源確保

総務省
財務省

財政局

◆活気と魅力ある都市空間の形成

2 ○ 連続立体交差事業（南海本線・南海高野線）の推進について 財源確保 国土交通省 建設局

泉北ニュータウンの再生について

○栂・美木多駅前周辺地区における日常生活の利便
　性と賑わい創出に向けて

財源確保 国土交通省 建設局

○泉ヶ丘駅前周辺地区の活性化と「健幸まちづく
　り」に向けて

財源確保 国土交通省 建設局

4 ○ 大和川左岸の河川空間と一体となった魅力向上の推進について 財源確保 国土交通省 建設局

◆国土強靭化を推進する市民の安心・安全を守る環境の形成

5 ○ 都市計画道路の整備について 財源確保 国土交通省 建設局

6 ○ 大都市活動を支える下水道事業の推進について 財源確保 国土交通省 上下水道局

7 ○ 基幹的広域防災拠点の耐震強化岸壁の早期整備について 国事業の推進 国土交通省 建築都市局

◆未来の堺のために、子どもの成長を支える仕組み

8 子育て支援施策の推進について
財源確保
制度改正

厚生労働省 子ども青少年局

◆国土強靭化を推進する市民の安心・安全を守る環境の形成

9 市民の命と暮らしを守る橋梁等の長寿命化修繕並びに耐震強化事業 財源確保 国土交通省 建設局

10 公園施設長寿命化事業の財源確保について
財源確保
制度改正

国土交通省 建設局

11 水道管の耐震化の推進について
財源確保
制度改正

厚生労働省 上下水道局

12 密集市街地整備事業の推進について 財源確保 国土交通省 建築都市局

13 市営住宅建替事業等の円滑な推進について 財源確保 国土交通省 建築都市局

14 堺２区の海域環境改善事業の促進について 国事業の推進 国土交通省 建築都市局

◆暮らしの確かな安心の確保

15 ○ 要介護認定審査判定の適正化について
制度改正
財源確保

厚生労働省 健康福祉局

◆都市機能の充実に向けた基盤整備

16 まちのにぎわいを創出する都市公園の整備等の推進について 財源確保 国土交通省 建設局

17
大和川高規格堤防整備事業及び土地区画整理事業等との一体整備の推進につ
いて

国事業の推進
総務省

国土交通省
建築都市局

18 直轄河川改修の促進について 国事業の推進 国土交通省 建設局

19 安全で快適な道路空間の創出と保全の推進について 財源確保
総務省

国土交通省
建設局

20 自転車利用環境整備の推進について 財源確保 国土交通省 建設局

◆歴史文化資源を活かしたまちの形成

21 歴史的風致維持向上計画の推進について 財源確保
国土交通省
文部科学省

建築都市局
文化観光局

1 ○

3 ○

令和３年度　国の施策・予算に関する提案・要望項目一覧表（案） 資料１
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■最重点要望項目 

 

  要望項目 要望先 ページ 

最

重

点

要

望

項

目 

◆地方財政の推進 

 1. 地方財政の推進 

 ・ 新型コロナウイルス感染症対策に取り組む自治体への支援 
内閣府 

総務省 
2 

 ・ 
真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正と

臨時財政対策債の廃止について 

総務省 

財務省 
3 

◆賑わいと魅力があふれ、人々が集うまち 

 2. 連続立体交差事業（南海本線・南海高野線）の推進について 国土交通省 4 

  3. 泉北ニュータウンの再生について 

 ・ 
栂・美木多駅前周辺地区における日常生活の利便性と賑わい 

創出に向けて 
国土交通省 6 

 ・ 泉ヶ丘駅前周辺地区の活性化と「健幸まちづくり」に向けて 国土交通省 7 

 4. 大和川左岸の河川空間と一体となった魅力向上の推進について 国土交通省 8 

◆国土強靭化を推進する安全、安心なまちづくり 

  5. 都市計画道路の整備について 国土交通省 10 

 6. 大都市活動を支える下水道事業の推進について 国土交通省 12 

 7. 基幹的広域防災拠点の耐震強化岸壁の早期整備について 国土交通省 14 

 

  

目 次 



 

 

■重点要望項目 

 
 要望項目 要望先 ページ 

重

点

要

望

項

目 

◆未来の堺のために、子どもの成長を支える取組 

 8. 子育て支援施策の推進について 

 ・ 認定こども園等の待機児童の解消に向けて 
内閣府 

厚生労働省 
17 

◆国土強靭化を推進する安全、安心なまちづくり 

 
9. 市民の命と暮らしを守る橋梁等の長寿命化修繕並びに 

耐震強化事業 
国土交通省 18 

 10. 公園施設長寿命化事業の財源確保について 国土交通省 19 

 11. 水道管の耐震化の推進について 厚生労働省 20 

 12. 密集市街地整備事業の推進について 国土交通省 21 

 13. 市営住宅建替事業等の円滑な推進について 国土交通省 22 

 14. 堺 2 区の海域環境改善事業の促進について 国土交通省 23 

◆暮らしの確かな安心の確保 

 15. 介護保険制度の根幹をなす要介護認定の適正化について 厚生労働省 24 

◆都市機能の充実に向けた基盤整備 

 16. まちのにぎわいを創出する都市公園の整備等の推進について 国土交通省 25 

  
17. 大和川高規格堤防整備事業及び土地区画整理事業等との 

一体整備の推進について 
国土交通省 26 

  18. 直轄河川改修の促進について 国土交通省 27 

  19. 安全で快適な道路空間の創出と保全の推進について 
総務省 

国土交通省 
28 

  20. 自転車利用環境整備の推進について 国土交通省 29 

◆歴史文化資源を活かしたまちづくりの推進 

 21. 歴史的風致維持向上計画の推進について 
文部科学省 

国土交通省 
30 
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■最重点要望項 

◆ 地方財政の推進 

 

1. 地方財政の推進 

・新型コロナウイルス感染症対策に取り組む自治体への支援 

  ・真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正と 

臨時財政対策債の廃止について 

 

◆ 活気と魅力ある都市空間の形成 

 

2. 連続立体交差事業（南海本線・南海高野線）の推進について 

3. 泉北ニュータウンの再生について 

  ・栂・美木多駅前周辺地区における日常生活の利便性と賑わい創出に向けて 

  ・泉ヶ丘駅前周辺地区の活性化と「健幸まちづくり」に向けて 

4. 大和川左岸の河川空間と一体となった魅力向上の推進について 

 

◆ 国土強靭化を推進する市民の安心・安全を守る環境の形成 

 

5. 都市計画道路の整備について 

6. 大都市活動を支える下水道事業の推進について 

7. 基幹的広域防災拠点の耐震強化岸壁の早期整備について 

 

 

 

 

 



《最重点要望項目》 
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【参考】現在の減収補てん制度 

 当年度の基準財政収入額算定後、税目によっては年度ごとの額の変動が大きく、

基準財政収入額で見込んだ額と大きく乖離する場合があり、また、それが地方公共

団体の財政運営に著しく影響を与える場合があることを考慮して、算定に用いた額

と実績額との差を是正している。 

是正方法は①減収補てん債の発行、②普通交付税の精算措置がある。 

 

 

【本件に関する連絡先】 

 財政局 財政課長 寶子 英司（TEL:072-228-7471） 

(対象税目)

①減収補てん債の発行 ②普通交付税の精算措置

・法人税割 ・法人税割

・利子割交付金 ・利子割交付金

・法人事業税交付金 ・法人事業税交付金

・特別とん譲与税

・所得割(分離譲渡所得分に限る)

区分
対象税目

市町村分

1 地方財政の推進 

（1）新型コロナウイルス感染症対策に取り組む自治体への支援 

【提案・要望先】内閣府・総務省 

 

【現状と課題】 

○新型コロナウイルス感染症が及ぼす影響の長期化が懸念されており、国・地方を挙
げて全力で感染症対策に取り組んでいく必要がある。 

○全国的に税収が大きく減少する見込みにある中、令和３年度の地方財政計画におい

ては、地方が責任を持って新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策、地方経済の
活性化などに取り組むことができるよう、安定的な財政運営に必要な一般財源総額
を確保すべきである。 

○地方消費税には減収を補てんする制度がないが、新型コロナウイルス感染症の影響
により、大きな減収が生じることが懸念されることから、当該税目の減収に対する

財政措置を講じるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～提案・要望事項～ 

○ 新型コロナウイルス感染症が地方財政に及ぼす影響を的確に見込み、地方財政計画

において、一般財源総額を確保すること。 

○ 減収補てん制度の対象外である地方消費税の減収分に係る特例的な財政措置を講じ

ること。 

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止、地方経済の活性化など、新型コロナウイルス

感染症への対策が必要な間は、地方創生臨時交付金を継続すること。 



《最重点要望項目》 
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【本件に関する連絡先】 

 財政局 財政課長 寶子 英司（TEL:072-228-7471） 

【提案・要望先】総務省・財務省 

 

 

 

 

 

市町村は、自己決定と自己責任のもと、地域における住

民のニーズ、特色を活かした行政サービスを提供！ 

1 地方財政の推進 

（2）真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正と 

臨時財政対策債の廃止について 

【現状と課題】 

○本市は、事務事業の見直しや組織の再編統合、人件費の削減など、行財政改革に  
取り組み、歳出削減努力を行っている。 

○臨時財政対策債は、平成１３年度に３年間の臨時措置として導入されたものでは 

あるが、これまでその措置は６回延長され、１９年間続いている。 

○臨時財政対策債の累積残高について、国においては、約５４兆円（平成３０年度末）、

本市においても約２，０９６億円（平成３０年度末）と増加する一方である。 

 

 

 

 

 

 

～提案・要望事項～ 

○ 真の分権型社会の実現のため、消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税からの  

税源移譲を行い、国・地方間の「税の配分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の役割に

応じた配分となるよう、地方税の割合を高めていくこと。 

○ 臨時財政対策債については、地方財源不足の対応として臨時的に導入されたもので 

あることから、地方交付税の法定率引上げにより地方財源不足に対応した上で速やかに

廃止すること。 

○ 地方交付税総額については、地方の財政需要や地方税等の収入を的確に見込むこと

で、必要額を確保すること。 



《最重点要望項目》 
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【連続立体交差化のメリット】 

○踏切を除却し、交通渋滞の解消及び安全性の確保(交通渋滞、踏切事故がゼロに) 

○快適な駅利用の実現 

○市街地の活性化 

南 海 本 線：旧駅舎保存活用による市民協働のまちづくり 

南海高野線：駅前交通広場の再整備による、交通結節点としての機能強化 

駅周辺の道路交通の円滑化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

【現状と課題】 

≪南海本線連続立体交差事業≫ 

○高架化に向けての仮線の敷設を早急に達成するために、集中的な予算投下が必要。 
○本年度は曳家が完了した諏訪ノ森駅(旧駅舎)の改修や、浜寺公園駅に引き続き旧駅
舎を活用した市民協働のまちづくりを推進。 

≪南海高野線連続立体交差事業≫ 

○踏切事故や交通渋滞の解消及び本市の中心市街地の活性化に大きな役割を果たす   
ために、早期事業化に向けた調査・設計が必要。 

○鉄道概略設計及び環境影響評価を実施するとともに、関連事業を含めた都市計画素
案を作成しており、本年度中の都市計画決定を予定している。 
 
 
 

～提案・要望事項～ 

○ 踏切除却による交通渋滞の解消及び安全性の確保などのために、連続立体交差事業 

(南海本線・南海高野線）の推進に必要な予算を継続的に確保すること。 

 

諏訪ノ森駅(旧駅舎) 曳家状況 

 

仮橋梁部 仮線施工中 

仮駅部 仮線施工中 

事業費の安定的な確保が不可欠。 

国庫補助金の確保が困難となれば、 

仮線工事及び高架工事の進捗が遅れるため、

事業効果の発現時期に影響大。 

◆南海本線連続立体交差事業 

 

２ 連続立体交差事業（南海本線・南海高野線）の推進について 
【提案・要望先】国土交通省 

堺市国土強靭化地域計画取組事業 
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【本件に関する連絡先】 

建設局 連続立体推進課長 山路 智志（TEL:072-228-7573） 

 

  

南海本線 

連 立 
令和元年度 

連続立体交差費補助 

令和 2年度 

連続立体交差費補助 

令和 3年度（見込額） 

連続立体交差費補助 

事業費 1,600,000千円 1,940,000千円 1,500,000千円 

国庫補助額 

（要望額） 

880,000千円 

（1,100,000千円） 

1,067,000千円 

（1,072,500千円） 

【要望額】 

【825,000千円】 
    

南海高野線 

連 立 
令和元年度 

連続立体交差費補助 

令和 2年度 

連続立体交差費補助 

令和 3年度（見込額） 

連続立体交差費補助 

事業費 82,000千円 88,000千円 100,000千円 

国庫補助額 

（要望額） 

41,000千円 

（78,000千円） 

44,000千円 

（50,000千円） 

【要望額】 

【50,000千円】 

 

フェニーチェ堺 

（堺市民芸術文化ホール） 

堺東駅南地区市街地 

再開発事業 

令和 3 年春完成予定 

市役所 

堺地方合同庁舎 

◆事業費及び国庫補助額 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の玄関口としてふさわしい 
まちづくりに大きく寄与！ 

平成 29 年度          着工準備補助制度へ移行 

平成 30～令和元年度      予備設計（側道、駅前広場等関連事業）、 

環境影響評価実施、都市計画素案作成 

令和 2年度           都市計画決定（目標） 

令和 3年度           事業認可取得（目標） 

中心市街地の活性化 

 

堺東駅 

浅香山駅 

堺東駅 

府道大阪 

和泉泉南線 

南海高野線 

大和川 

仁徳天皇陵 

府道大阪 

中央環状線 

三国ヶ丘駅 

JR 阪和線 

【 事業区間         L=約 3.0km 】  

(都)築港天美線 

中心市街地区域 

◆南海高野線連続立体交差事業 

 

(都)北公園布忍線 
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 令和元年度 令和２年度 令和３年度（見込額） 

事業費 ６２６,４００千円 １,２９９,２５０千円 ３１１,０００千円 

国庫補助額 

（要望額） 

２５０,６００千円 

（２５０,６００千円） 

  ５１９,７００千円 

  （５５２,９００千円） 

【要望額】 

【１２４,４００千円】 

 

 

３ 泉北ニュータウンの再生について 

（1）栂・美木多駅前周辺地区における日常生活の利便性と賑わい創出に向けて 

 【提案・要望先】国土交通省 

 ～提案・要望事項～ 

〇 泉北ニュータウンの再生に向け、栂・美木多駅前周辺地区の利便性向上及び賑わい創出等の

まちづくりに必要な財源を継続的に確保すること。 

【現状と課題】 

〇駅前では新たな土地利用転換や新たな機能導入が進んでおり、交通結節点としての機能向上を

図るとともに、賑わい創出につながる駅前広場への再編が必要。 

○栂・美木多駅、南区役所、原山公園等を結ぶ経路のバリアフリー化による日常生活の利便性向

上に加え、原山公園のオープン等に伴う来訪者の安全・安心の確保が必要。 

【令和３年度実施予定事業】 

（１）駅前広場整備【事業費：２６６,０００千円 国費：１０６,４００千円】 

交通結節点としての機能向上、利便性向上を図るとともに、歩行空間を拡幅するなど、隣接

する商業施設の立地条件を最大限に活用した人々の交流を育む駅前広場に再編整備し、駅

前の活性化を図る。 

（２）バリアフリー化【事業費：４５,０００千円 国費：１８,０００千円】 

堺市バリアフリー基本構想における重点整備地区に位置付けている当該地区のバリアフリ

ー化を図るため、駅前エレベーターの設置や公園内の多目的トイレの整備を行い、安全・安

心を確保するとともに、利便性向上を図る。 

 

駅前周辺地区における様々な取組を進めることにより、当該地区の利便性向上及び賑わい創出

が図れ、ひいては泉北ニュータウンの再生に繋がる。 

【本件に関する連絡先】 
建設局  ニュータウン地域再生室参事 野津 恭男 （TEL:072-228-7530） 
建設局  公園緑地整備課長      三好 力也 （TEL:072-228-7424） 

 

 

◆事業効果 

 

◆事業費及び国庫補助額の状況 

 

南側駅前広場の整備イメージ図 北側駅前広場の整備イメージ図 

完成予定 令和 4年度 完成予定 令和 3年度 
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 令和元年度 令和２年度 令和３度（見込額） 

事業費 １０１,５００千円 ４０５,５００千円 ４６７,３００千円 

国庫補助額 

（要望額） 

３２,８００千円 

（４０,６００千円） 

１６２,２００千円 

（１８０，３１０千円） 

【要望額】 

【１８６，９２０千円】 

 

 

３ 泉北ニュータウンの再生について 

（２）泉ヶ丘駅前周辺地区の活性化と「健幸まちづくり」に向けて 

 【提案・要望先】国土交通省 

 ～提案・要望事項～ 
〇 近畿大学医学部等の開設等を契機とした、泉ヶ丘駅前周辺地区における活性化と「健幸まちづく
り」に向けた必要な財源を継続的に確保すること。 

【現状と課題】 

〇駅前の活性化や近畿大学医学部等の開設に伴う歩行者・自動車による来訪者の増加を見据えた

対策が必要。 

〇近畿大学医学部等の開設予定区域に位置する田園・三原公園等について、「健幸まちづくり」に

寄与するとともに地域に親しまれる公園への再整備が必要。 

〇若年世代の定住促進に向け、既存ストックの活用による若年世代のライフスタイルに合わせた

住居空間を造ることが必要。 

【令和３年度主な実施予定事業】 

（１）歩行者通行空間整備【事業費：３２５,０００千円 国費：１３０,０００千円】 

泉ケ丘駅と近畿大学医学部等の開設予定区域を結ぶ市道の改良（橋の架替等）を行い、安全・

安心な歩行者通行空間を確保する。 

（２）公園の再整備【事業費：１３０,０００千円 国費：５２,０００千円】 

田園・三原公園等について、近畿大学医学部等の施設配置計画とも連携を図りながら、「健

幸まちづくり」に寄与するとともに、地域に親しまれる公園への再整備を行う。 

（３）公的賃貸住宅リノベーション推進等【事業費：１２,３００千円 国費：４,９２０千円】 

リノベーションやコンバージョンを行い若年世代のニーズに対応した居住空間を提供する。 

 
 

 

近畿大学医学部等の開設等を契機としたまちづくりにより、人口誘導、雇用創出等の大きな 

効果が見込まれ、泉北ニュータウンの全体の再生に繋がる。 

【本件に関する連絡先】 
建設局 ニュータウン地域再生室参事 野津 恭男（TEL:072-228-7530） 

 

 

◆事業効果 

 

◆事業費及び国庫補助額の状況 

 

三原公園の再編整備イメージ図 歩行者通行空間の整備イメージ図 

完成予定 令和 4 年度 完成予定 令和 4 年度 
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4 大和川左岸の河川空間と一体となった魅力向上の推進について  

【提案・要望先】国土交通省 

 

《最重点要望項目》 

～提案・要望事項～ 

○大和川沿川において、「堺市かわまちづくり計画」に基づき、連続した通行空間の

確保と、賑わい拠点等の整備に向けて、本市との連携を強化するとともに必要な

財源を継続的に確保すること。 

【現状と課題】 

○本市では、大和川沿川において、まちと水辺が融合し賑わう環境づくりに取り組んでお
り、平成 31 年 3 月「堺市かわまちづくり計画」が国の登録を受けた。 

○本市域は、南河内サイクルラインと泉州サイクルルートの結節点となっており、広域自転
車ルートとしての機能向上の為、連続した通行環境を確保することが重要である。

○大和川沿川における自転車を活用したまちづくりを推進するには、国の「かわまちづくり
支援制度」に基づき、河川管理用通路の整備など国の役割を着実に進めることと、魅力創
出に向けた施設整備などの財源確保が必要。  

大和川駅 

広域自転車ルート 
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阪堺線 大和川駅 

 

 

河川管理用通路（国） 

 

賑わい拠点（市）  

 

 
 

 
 

 

拠点機能 
 ・サイクルサポート（休憩・トイレ・シャワー室・更衣室・サイクルロッカー） 
 ・体験型自転車教育 
 ・カフェレストラン・サイクルショップ・駐車場・オープンカフェ 

 

 

【本件に関する連絡先】 
建設局 自転車環境整備課長 高田 善裕（TEL:072-228-0294） 

 令和 2年度 令和 3年度 

事業費 292,000千円 687,000千円 

国庫補助額 

（要望額） 

116,800千円 

（129,800千円） 

【要望額】 

【274,800千円】 

 

自転車歩行者通行空間（市） 

賑わい拠点（市） 

河川管理用通路（国） 

 

◆事業費及び国庫補助額 

大和川沿川の連続した通行空間を確保し、自転車のトータルステーション機能を備えた
「賑わい拠点」を整備することにより、堺・南大阪一帯の一大サイクルルートが形成さ
れ、まちと水辺が一体となった魅力ある環境づくりの創出に繋がる 

自転車歩行者通行空間イメージ 

 
賑わい拠点 

イメージ図 
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整備イメージ 

大阪河内長野線 
【無電柱化推進計画事業】 

堺市役所 

南花田鳳西町線（金岡・白鷺地区） 
【無電柱化推進計画事業】 

【現状と課題】 

○道路ネットワークに未整備区間が存在し、道路機能(緊急時の代替道路確保、地域振
興、交通円滑化等)が十分発揮されていないため、これらを最大限に発揮するために
は重要な都市基盤である道路の整備推進が必要。 

～提案・要望事項～ 

○ 都市防災機能の強化や安全で快適な道路交通環境の創出を目的とした道路ネットワ

ークの早期形成に必要な予算を継続的に確保すること。 

◆都市計画道路 最重要路線 

５ 都市計画道路の整備について 

大阪和泉泉南線 
【無電柱化推進計画事業】 

堺市国土強靭化地域計画取組事業 

【提案・要望先】国土交通省 

 

 

仁徳天皇陵古墳 

 

出島百舌鳥線 
【無電柱化推進計画事業】 

堺市 

松原市 

大阪市 

仁徳天皇陵古墳 

長居公園 

大泉緑地 

大仙公園 

大阪府立大学 

平常時、災害時を問わない安全かつ円滑な交通を確保するためには 

基幹となる道路ネットワーク整備が必要 

泉北 
下水処理場 

浜寺公園 

常磐浜寺線 
【無電柱化推進計画事業】 

至 河内長野市 

高石市 

現状 無電柱化イメージ 

無電柱化（大阪和泉泉南線） 

 

重 要 物 流 道 路

代替・補完路

広域避難地・輸送基地ほか

凡例

事　業　中　区　間

整　備　済　区　間

未　整　備　区　間

自 動 車 専 用 道 路

緊　急　交　通　路

堺市立総合医療センター 

堺２区基幹的広域防災拠点 

《最重点要望項目》 
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2 

都市計画道路事業と合わせて無電柱化を行うことによって、より効果的・効率的に都市防災機

能の向上を図る。 

 

◆事業費及び国庫補助額 

【本件に関する連絡先】 

 建設局 道路計画課長 柿本 貴紀（TEL:072-228-7423） 

 

○南花田鳳西町線（金岡・白鷺地区） ‐本市における環状軸‐ 

  【社会資本整備重点計画に位置付け】 

 

【災害時】 

〇防災性の向上 

 ・無電柱化による避難や緊急車両の通行などの機能の強化 

・火災時の延焼遮断機能の強化や災害時の避難路機能の強化 

（堺市震災に強いまちづくり基本計画に位置付け） 

 ・災害時において、輸送基地や広域避難地を結ぶ道路ネットワークを形成し、緊急交通路を補

完する代替路の確保として、救急・救援及び緊急物資の受入れを迅速に実施することが可能 

【平常時】 

〇通学路の安全性向上 

・安全な歩行空間の確保 

〇交通の円滑化 

・物流、観光・交流（人流）ネットワークの機能強化 

整 備 効 果 

○大阪河内長野線 -本市東部地域の南北幹線整備- 
 本路線は、大阪市から、松原市、堺市を経由して河内長野市に至る主要な幹線道路であり、

地震災害時の避難路、火災時の延焼防止としての役割を果たす。また、重要な広域緊急交通路

を結び、本市東部地域の防災機能の強化を図る。 
○出島百舌鳥線 -世界文化遺産「百舌鳥・古市古墳群」へのアクセス道路- 

本路線は、世界文化遺産「百舌鳥・古市古墳群」の中でも、最大の「仁徳天皇陵古墳」に至る

アクセス道路整備及び来訪者の玄関口でもある JR阪和線百舌鳥駅の駅前広場整備を行う。 
 

 

 
令和元年度 令和 2年度 

令和 3年度 

（見込額） 

事業費【 無 電 柱 化 】 2,216,000千円  726,000千円 969,000千円 

事業費【通学路ほか】 1,385,264千円  1,116,448千円 178,000千円 

国庫補助額【無電柱化】 

（要望額） 

1,218,800千円  

1,218,800千円  

399,300千円 

446,930千円 

【要望額】 

【 500,900千円】 

国庫補助額【通学路ほか】 

（要望額） 

736,561千円  

1,660,440千円  

562,801千円 

563,701千円 

【要望額】 

【 89,000千円】 
 

（        ） 

（        ） 

（        ） 

（       ） 

     ） 

本路線は、都心部への通過交通を抑制するなど、本市の環状軸を形成する重要な幹線道路

であり、当該道路に接して緊急交通路や広域避難地が多くあり、地震災害時の避難路、火災

時の延焼防止としての役割を果たす。 

○大阪和泉泉南線 -中心市街地を貫く幹線道路整備- 
本路線は、本市の中心市街地を貫き、大阪市及び高石市に接続する幹線道路であり、重要な

広域緊急交通路に指定されており、地震災害時の避難路、火災時の延焼防止としての役割を果

たすとともに、本路線及び周辺道路の交通渋滞の緩和など交通処理機能の向上を図る。 

 
 
○常磐浜寺線 –連続立体交差事業との一体整備- 

本路線は、本市の道路ネットワークの環状軸を形成する主要な幹線道路であるとともに連立

事業中である南海本線と交差しており、火災時の延焼遮断機能の強化や、津波などの災害時に

おける円滑な避難及び輸送の確保を行うとともに、広域避難地へのアクセス向上を図る。 

無電柱化推進計画事業 
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堺市国土強靭化地域計画取組事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①浸水対策 

・浸水実績や浸水シミュレーションから、浸水対策地区を 24地区に絞込み、対策を実施中 

（平成 30年度末：14地区完了） 

重点事業：古川第２下水ポンプ場建設工事（集水域 約 273ha ・揚水量 約 2,100m3/min） 

～提案・要望事項～ 

○  安全・安心なライフラインの確保と将来に向け た快適な暮らし の確保のため、 

下水道事業（国土強靭化・老朽化対策）の推進に必要な予算を十分に確保すること。 

6 大都市活動を支える下水道事業の推進について 

【提案・要望先】国土交通省 
 

 

【現状と課題】 

≪国土強靭化（浸水対策・地震対策）のための財源確保≫ 

○近年、全国的な局地的大雨や地震により極めて甚大な被害が発生しており、安全・安心

な暮らしのため、国土強靭化に資する浸水・地震対策の強化が求められている。 

○これらの対策は、施設建設を伴う大規模かつ長期にわたる事業のために、継続的かつ安

定的な財源の確保が必要。 

浸水シミュレーションによる浸水区域想定図 

整備前 整備後 

 浸水被害が 

減少  

H20.9.5(93mm/h）浸水状況 

建設状況 

古川第 2下水 

ポンプ場 
古川第 2下水 

ポンプ場 

完成予想図 

対　象　区　域

▲ 0.45ｍ以上

▲ 0.30m～0.45m未満

▲ 0.15m～0.30m未満

▲ 0.05m～0.15m未満

▲ 0m～0.05m未満

SIM
結果

凡  例

《最重点要望項目》 
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 平成 31年度 令和 2年度 令和 3年度（見込額） 

事業費 12,918,500千円 12,159,000千円 11,467,000千円 

国庫補助額 

（要望額） 

3,519,700千円 

（3,519,700千円） 

2,807,800千円 

（2,807,800千円） 

【要望額】 

【3,459,000千円】 

◆事業費及び国庫補助額 

耐震化前 

【本件に関する連絡先】 

上下水道局 経営企画室 事業マネジメント担当課長 太田倫己（TEL:072-250-9121） 

管更生による耐震化後 

②地震対策 

・避難所と処理場を結ぶ管きょなどの「重要な管きょ」約 420㎞を対象に、耐震化対策を 

実施中（平成 30年度末：約 418km対策完了） 

重点事業：重要な管きょの耐震化対策工事 

 
 
 

≪老朽化対策の財源確保≫ 

○本市下水道施設は、主に昭和３０年代から高度経済成長期にかけて整備され、計画的な

改築更新を実施しているものの、老朽化施設はますます増大する。 

○下水道は、公衆衛生の向上や公共用水域の水質保全等、公共的役割の高い施設である。 

○適切な国費支援が得られない場合、下水処理の機能停止による公共用水域の水質悪化な

ど、社会経済活動や市民生活に重大な影響を及ぼすことが懸念される。 

○下水道が担う公共的役割を果たしていくために、必要な財源と適切な支援が必要。 

 
 ○老朽化対策 

・下水道処理場・ポンプ場の経年化状況：標準耐用年数超過設備 40％以上 

 
 
 

改築前 

改築後 

改築前 

改築後 

泉北水再生センター 

最終沈殿池改築工事 

設備：モノレール式 

汚泥掻寄機 

 

泉北水再生センター 

送風機設備改築工事 

設備：高速軸浮上式 

ターボブロワ 

 

下水道事業の推進により、 

安全・安心なライフラインの確保と将来に向けた快適な暮らしの確保を実現 
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７ 基幹的広域防災拠点の耐震強化岸壁の早期整備について 

～提案・要望事項～ 

○ 大規模災害発生時に多量の支援物資の輸送が可能となる耐震強化岸壁（－１０ｍ）を 

早期に整備すること。 

【現状と課題】 

○基幹的広域防災拠点のうち、耐震強化岸壁（－１０ｍ）の整備が未着手である。市民の安全・

安心を確保するために早期整備が必要である。 

【提案・要望先】国土交通省 

 

■堺２区基幹的広域防災拠点 
 
○緑地    27.9ha  （H24. 4 供用） 

○臨港道路 3.5km  （H21.12 供用） 

○耐震強化岸壁 

 ・水深-7.5m 岸壁(延長 130m)（H24. 6 供用） 

 ・水深-10m岸壁(延長 170m)（要望） 

整備イメージ 

耐震強化岸壁(-10m)の必要性と効果 ＜市民の安全・安心の確保＞ 

○本施設は関西で唯一の海上アクセスが可能な防災拠点であり、防災上果たす役割も特に重要で
ある。 

○多様な船舶の着岸が可能となることで、大規模災害発生時には、多量の支援物資の輸送が可能と
なり、防災機能の更なる強化が図れる。 

○平常時は港湾荷役のほか、大型観光客船の発着場所として活用することで、人流・物流が生ま
れ、ベイエリアの活性化に寄与する。 

臨港道路 

耐震強化岸壁 

水深 -10.0ｍ 延長 170ｍ 

耐震強化岸壁 

水深 -7.5ｍ 延長 130ｍ 

防災緑地 

《最重点要望項目》 
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【本件に関する連絡先】 

建築都市局 臨海整備課長 福知 正高（TEL：072-228-8033） 

〇救援物資の中継・分配機能 

被災地域外から被災地域内への救援物資の中継輸送・集積・荷さばき・分配等、各種交

通基盤のネットワークと連携した救援物資の中継分配機能 

〇広域支援部隊の集結地・キャンプ機能 

全国から集結する広域支援部隊や救護班、国内外からの NPO・ボランティア等、活動要員

の一次集結、野営、連絡等ができるベースキャンプ機能 

〇応急復旧用資機材の備蓄機能 

当該広域防災拠点の応急復旧用資機材等の備蓄機能 

〇海上輸送支援機能 

海上を利用した緊急支援物資や人員の搬入・搬出ができる耐震強化岸壁を活用した救援

物資等の海上輸送支援機能 

〇災害医療支援機能 

臨時ヘリポートを活用し、災害拠点病院などと連携した災害時医療の補完・支援機能 

 

堺泉北港 堺２区 基幹的広域防災拠点 

〇大阪湾や瀬戸内海等との結節性 

を活かし、クルーズ・遊覧船な 

どを誘致し、海辺の交流拠点の 

形成を図る。 

〇物流機能の強化等により、産業 

活性化を図る。 

《安全・安心の確保》 

耐震強化岸壁（－１０ｍ）の整備により、災害時に十分な緊急物資を海上輸送する機能

を果たすことで、防災緑地の機能が最大限に発揮され、防災機能が向上する。 

 

百舌鳥古墳群 

クルーズ船、 
定期航路便等 

 市内観光拠点へ 

関西国際空港 

（参考）近年の災害時における緊急支援物資等の輸送の例（大型輸送船等の使用） 

熊本地震 

海上自衛隊の輸送艦による輸送 

【八代港】 

東日本大震災 

【秋田港】 

内航フェリーを活用した輸送 

耐震強化岸壁の平常時利用によるベイエリアの活性化 
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■重点要望項目 

◆ 未来の堺のために、子どもの成長を支える取組 
 

8. 子育て支援施策の推進について 

・認定こども園等の待機児童の解消に向けて 

 

◆ 国土強靭化を推進する安全・安心なまちづくり 
 

9. 市民の命と暮らしを守る橋梁等の長寿命化修繕並びに耐震強化事業 

10. 公園施設長寿命化事業の財源確保について 

11. 水道管の耐震化の推進について 

12. 密集市街地整備事業の推進について 

13. 市営住宅建替事業等の円滑な推進について 

14. 堺2区の海域環境改善事業の促進について 

 

◆ 暮らしの確かな安心の確保 

 

15. 介護保険制度の根幹をなす要介護認定の適正化について 

 

◆ 都市機能の充実に向けた基盤整備 

 

16. まちのにぎわいを創出する都市公園の整備等の推進について 

17. 大和川高規格堤防整備事業及び土地区画整理事業等との一体整備の推進について 

18. 直轄河川改修の促進について 

19. 安全で快適な道路空間の創出と保全の推進について 

20. 自転車利用環境整備の推進について 

 

◆ 歴史文化資源を活かしたまちづくりの推進 

 

21. 歴史的風致維持向上計画の推進について 
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【現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（効果） 

待機児童の解消により、子どもを産み育てやすい環境整備、女性の活躍を推進 

【提案・要望先】内閣府・厚生労働省 

 ～提案・要望事項～ 

○ 堺市では、待機児童解消に向けて、保育ニーズが高い 0 歳～2 歳児の受け皿を集中的に

確保できる小規模保育事業の整備を加速化してきた。 

○ このような中、小規模保育事業卒園後の３歳児以降の受け皿の整備が急務となっているこ

とから、平成 30 年 12 月に、全国初の国家戦略特区の認定を受け、3 歳児以上の定員を設

定する小規模保育事業を実施している。（令和 2年 4月現在：4か所） 

○ 本事業は、近隣の小規模保育事業等の「卒園後の受け皿」となっているにもかかわら

ず、連携施設の対象となる施設種別ではないことから、本事業を「卒園後の受け皿」と

する小規模保育事業等の公定価格が減算されている。 

○ 小規模保育事業等が、利用児童の「卒園後の受け皿」として、特区の小規模保育事業を確

保した場合、公定価格が減算されることのない取扱いとすること。 

8 子育て支援施策の推進について 
認定こども園等の待機児童の解消に向けて 

◆ 認定こども園や保育所等の利用申込者数と待機児童数の推移 

 

【本件に関する連絡先】 

子ども青少年局 待機児童対策室長 羽田 貴史（TEL：072-228-0383） 

 

 

○小規模保育事業数の推移 

 H27 H28 H29 H30 H31 R2 

小規模 17か所 22か所 28か所 37か所 48か所 59か所 

特区小規模 ― ― ― ― ― 4か所 

 
○小規模保育事業が急増する中で、卒園後の受け皿となる連携施設の設定が年々困難になっ
てきている。（令和 2年 4月現在：連携施設未設定の小規模保育事業が 8か所） 

○3 歳児からの受け皿確保のために、特区小規模保育事業を整備しても公定価格が減算され

るのであれば、連携施設としての設定が進まない可能性が高まる。 

待機児童数が分散化しており、今後

も機動的な整備が可能な小規模・ 

特区小規模の整備を推進する。 
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【本件に関する連絡先】 

建設局 道路整備課長 金谷 浩也（TEL:072-228-7095） 

建設局 土木監理課長 林  寛 （TEL:072-228-7416） 

◆事業費及び国庫補助額 

 
令和元年度（補正分

含） 
令和２年度 令和３年度（見込額） 

事業費 2,083,962千円 1,191,222千円 1,610,000千円 

国庫補助額 

（要望額） 

1,146,179千円 

（1,284,140千円） 

655,171千円 

（739,871千円） 

【要望額】 

【885,500千円】 

 

◆橋梁耐震強化事業 

○令和元年度から本格的に着手した「緊急交通路を補完する道路などに関する橋梁」の耐

震化について、長寿命化修繕計画に基づく補修工事とともに事業を推進中。 

 

～提案・要望事項～ 

○ 「安全・安心で災害に強いまちづくり」を目的とした、橋梁などの長寿命化修繕及び耐震強

化事業を推進するために、今後も継続的に財源を確保すること。 

【現状】 

◆橋梁長寿命化修繕事業 

○本市が管理する７４９橋のうち、橋齢５０年を超える橋梁が、今後２０年間で 

約３割から約９割に急増するなど、維持管理に要する費用が今後大幅に増大する見込み。 

○将来にわたるライフサイクルコストの縮減及び予算の平準化を図るため、予防保全型の 

考えを取り入れた計画的な維持管理を推進中。 

 

堺市国土強靭化地域計画取組事業 

計画的な維持管理及び耐震化の推進により、安全・安心で災害に強いまちづくりを実現 

【課題】 

○市民の命と暮らしを守り、道路交通ネットワーク機能を良好な状態で維持するととも

に、災害に強いまちづくりを推進するため、今後も継続的に財源を確保する必要がある。 

橋の健全度を維持

架け替えサイクルが長くなる

大規模補修・社会的影響の減少

計画的な補修による効果

計画的に補修

悪くなってから補修や架け替え

約８００億円

約１４００億円

予防保全

事後保全

５０年間で

約６００億円

（約４０％）縮減

________ 
__________ 

____________

_ 

【提案・要望先】国土交通省 

 

9 市民の命と暮らしを守る橋梁等の長寿命化修繕並びに耐震強化事業 
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【現状】 

○現在 1,183公園を管理しており、開設から 30年を超える公園が 58%を占め、10年後には 75%

となる。今後急速に高齢化を迎える公園施設に対して、効率的・効果的に維持管理を行い、

公園利用者の安全・安心を確保する必要がある。 
◆堺市公園施設長寿命化計画（平成 30年度策定） 

計画対象公園：公園面積 2ha以上の 38公園 

計画対象施設：樹木を除く 12,842施設

 

 

【課題】 

○公園施設長寿命化事業を推進するため、継続的な財源の確保が必要。 

○交付対象面積要件（２ｈａ以上）を満たさない公園施設への財源確保のため、公適債につい

て、時限措置の撤廃及び適用条件の拡大など柔軟な措置が必要。 

◆事業費及び国庫補助額 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度（見込額） 

事業費 30,000千円  193,000千円  455,000千円※ 

国庫補助額 

（要望額） 

15,000千円 

（52,000千円） 

96,500千円 

（174,000千円） 

【要望額】 

【227,500千円※】 

※非重点計画含む 

 

 

 

【本件に関する連絡先】 

建設局 公園監理課長 室谷 直樹 （TEL:072-228-7824） 

10年間の事業費

約35億円

～提案・要望事項～ 

○ 緑豊かでうるおいのある良好な都市環境の形成や安全・安心な市民生活の持続的な実現をめ

ざすために、公園施設長寿命化事業の継続的な財源確保と、公共施設等適正管理推進事業債

（以下、公適債）の制度拡充をすること。 

10 公園施設長寿命化事業の財源確保について  

【提案・要望先】総務省・国土交通省 

 

10年間で約 65億円 

事業費が縮減 

約 100 億円 

［劣化状況の進んだ公園施設］ 

※事後保全型管理は公園施設の寿命が過ぎたものを 
随時、撤去・更新するものであり、計画対象施設のうち、 
10 年後までに、約 80％の施設が寿命を迎える。 

※このグラフは今後 10 年間の事業費の比較を示した 
ものである。 

予防保全型
管理（長寿
命化計画） 

 

事後保全型

管理 

事後保全型
管理 

パーゴラ全景  

公園橋 下面側 

計画的な公園施設長寿命化事業の推進により、 

子どもから高齢者まで安全・安心に利用できる環境づくりを実現 



 

- 20 - 

 

堺市国土強靭化地域計画取組事業 
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【提案・要望先】厚生労働省 

 

～提案・要望事項～ 

○ 安全・安心な水道水を将来にわたって供給し続けるため、老朽管の耐震化の推進に必要な

予算を十分に確保すること。 

【現状と課題】 

○市内全域で水道管は約２，４００ｋｍ（平成３０年度末）布設されており、その中で法定

耐用年数である４０年を経過した管路は平成３０年度末で約４５０ｋｍである。 

○これらの老朽化した管路の更新時に合わせて耐震型管にて布設替えを行っており、全水道

管路を耐震化するためには、現行ペースである基幹管路を年２％約４ｋｍ、配水支管を年

１％約２２ｋｍの更新を行っても約７４年間、事業費は約３，４００億円必要である。 

○施設整備の更新需要が増加する一方、料金収入の減収により、財源のすべてを水道事業者

の負担で賄うことは極めて困難な状況である。 

○改正水道法においても、計画的な耐震化を進めることが明記されており、本市でも優先順

位を定め計画的に耐震化を実施しているが、水道料金や企業債残高の要件により交付金の

対象外となっている。 

１1 水道管の耐震化の推進について 

◆ 布設年度ごとの水道管路延長（平成３０年度末） 

 

【本件に関する連絡先】 

上下水道局 経営企画室 事業マネジメント担当課長 太田 倫己（TEL:072-250-9117） 

(km) 

耐震化を推進することで安全・安心な水道水の供給を実現 

法定耐用年数４０年を経

過した管路約４５０ｋｍ 
今後１０年間で法定耐用年数４０年

を経過する管路約４００ｋｍ 

全水道管路延長約２，４００ｋｍ(平成３０年度末) 

全水道管路の耐震化には 約３，４００億円もの財源確保 が必要 

交付金（水道管路緊急改善事業）の採択基準の緩和と対象施設の拡充を要望 

○水道料金や企業債残高に関する採択基準の見直し 

○基幹管路以外の管路へも対象施設を拡充 
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【本件に関する連絡先】 

建築都市局 都市整備推進課長 名越 賢治（TEL:072-228-7425） 

新湊地区 

【現状と課題】 

○老朽住宅が密集し、公共施設が不足する密集市街地は、住環境上及び防災上の課題

を抱えている。南海トラフ巨大地震や上町断層帯地震をはじめとする内陸直下型地

震の危険性が決して低くない状況であり、さらに糸魚川市における大規模火災の事

例（平成 28 年 12 月）を見ても、密集市街地の早期改善を図る必要があり、そのた

めに財源の確保が課題である。 

 

～提案・要望事項～ 

○ 住宅市街地総合整備事業（密集型）に必要となる財源を継続的に確保すること。 

地震時等に著しく危険な密集市街地（平成 24年 10月 国土交通省公表） 

 

 

 

延焼危険性又は避難困難性が高く、地震時等において最低限

の安全性を確保することが困難な密集市街地 

 ＜堺市＞ 新湊地区 ５４ｈａ 

１2 密集市街地整備事業の推進について 

【密集市街地の早期改善の効果】 

○地震時等において、延焼拡大による大規模な火災の可能性、避難経路の喪失の 

可能性を低減し、生命・財産の安全性を確保 

堺市国土強靭化地域計画取組事業 

【提案・要望先】国土交通省 

 

■堺市国土強靭化地域計画も踏まえた防災性の向上と住環境改善に向けた取組 

【令和３年度実施予定事業】 

① 主要生活道路の整備  

（令和３年度要望 国費:33,900千円） 

主要生活道路の新設整備により、ネットワークを 

確保する。  

② 老朽木造住宅の建替支援 

 （令和３年度要望 国費:9,000千円） 

木造住宅の除却費用の一部を補助することにより 

老朽木造住宅の建替えを支援する。  

③ 避難路の確保  

（令和３年度要望 国費:47,000千円） 

不足する東西方向の避難路を確保するとともに、 

老朽木造住宅等の建て詰まりを解消する。  
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 令和 2年度 令和 3年度(見込額) 令和 4年度(見込額) 今後 10年間の総事業費 

事業費 2,647,197千円 3,254,023千円 3,844,017千円 25,774,670千円 

国庫補助  

要望額 
760,468千円 

（内示額） 

【要望額】 

【1,397,071 千円】 
1,965,353千円 13,071,089千円 

【現状と課題】 

〇本市では、約６，０００戸の市営住宅のうち、多くは昭和４０年代に建設された耐火構造の

住宅であり、今後これらが一斉に更新時期を迎える。 

○建替えに係る事業量の平準化を図りながら計画的に事業を進めるためには、事業進捗に応じ

た国の予算の確保が重要である。 

○特に大規模団地における市営住宅建替事業については、長期間にわたる事業であることから、

安定的な財源の確保が必須である。 

現在、全市営住宅の約 25％が建替対象であり、さらに今後、老朽化した住宅が 

一斉に更新時期を迎え、事業量の急増が予想される 

◆建設年度別の市営住宅数 

計画的な事業の推進には、事業進捗に応じた国の予算確保が必要 

 

○協和町・大仙西町住宅建替事業 － 被建替戸数：約 1,300戸 、総事業費：約 245億円 

 

 

◆現在事業中の建替事業概要   

（戸） 
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S23 S25 S27 S29 S31 S33 S35 S37 S39 S41 S43 S45 S47 S49 S51 S53 S55 S57 S59 S61 S63 H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20

用途廃止

建替

改善・相当期間管理

◆事業費及び国庫補助要望額 

 

～提案・要望事項～ 

○ 市営住宅建替事業等の推進に必要な予算を確保すること。 

【本件に関する連絡先】 

建築都市局 住宅まちづくり課長 髙坂 弘文（TEL:072-228-8215） 

建築都市局 大仙西地区整備室長 齋藤 憲治（TEL:072-228-7592） 

 

 １3 市営住宅建替事業等の円滑な推進について 

 【提案・要望先】国土交通省 

 

○万崎住宅建替事業 － 被建替戸数：600戸 、総事業費：約 135億円 

 

 

（年度） 

・・・ 

○他 3団地建替事業 － 被建替戸数：246戸 、総事業費：約 50億円 
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【本件に関する連絡先】 

建築都市局 臨海整備課長 福知 正高（TEL：072-228-8033） 

１4 堺 2区の海域環境改善事業の促進について 

 

～提案・要望事項～ 

○ 堺２区周辺の海域環境改善に資する事業（北泊地の浅場化）を推進すること。 

【現状と課題】 

〇過去に埋立用材として海底土砂を採取した窪地では、貧酸素化が進行し、周辺海域の環境に悪影響

を及ぼしている。 

〇市民の財産「堺の海と浜」の再興、発展、継承のために、堺２区での海域環境改善が必要である。 

 

【海域環境改善事業（浅場化）の必要性と効果】 

○深掘れ海域である北泊地の窪地を修復し、さらに浅場化することで、抜本的な水質改善が期待され

る。 

○再生されたかつての海辺で癒しと寛ぎを体感でき、また、オールシーズンで多様なアクティビティ

を楽しめる魅力的な憩いの場を市民に提供できる。 

 

 

【提案・要望先】国土交通省 

 

阪神高速大和川線 

三宝ランプ 

整備イメージ 

北泊地 

三宝ジャンクション 

耐震強化岸壁 

北泊地 

緑地 

◆海域環境改善（浅場化） ◆防災緑地 （海とのふれあい広場） 
 
平成 24年 3月 支援棟 運用開始 

 平成 24年 4月 防災緑地 開設 
  平成 25年 9月 「海とのふれあい広場」 

との一体的な利用開始 
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平成30年度 非該当者一次・二次判定比較

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

 
 

 

【現状と課題】 

〇要介護認定のバラツキや認知症への対応のため、これまでも一次判定基準の見直しが
行われてきたが、今なお、「軽度者の状態を適切に反映していない介護度になる傾向が

ある」、「状態が変わらないのに介護度が軽く出る」等の意見が寄せられている。 
〇認定調査項目での「えん下」や「ひどい物忘れ」など実際の手間が一次判定に反映さ
れない項目がある。 

〇これらのことから一次判定ソフトの推計では評価できない介護の手間を二次判定に
反映するため、調査票の特記事項や主治医意見書の充実、審査会運営の適正化に取り
組んでいる。 

〇しかし、今後も増大する審査判定件数への対応を行いつつ、人的な質の向上に取り組
むことは困難になっている。 

 
 
 

より状態像に合致した要介護度が出るよう一次判定基準の見直しを行う必要

がある。 

１5 介護保険制度の根幹をなす要介護認定の適正化について 

 

～提案・要望事項～ 

○ 介護保険料が高騰する中、被保険者の理解を得るために、制度の根幹をなす要介護認定

を公平・公正に実施する必要がある。軽度者や認知症の方に対してもより状態像に合致した

要介護度が出るよう一次判定の基準の見直しを行うなど介護保険の信頼性を高めるための

措置を講ずること。 

◆ 堺市の現状 

 

【提案・要望先】厚生労働省 

 

二次判定 

一次判定 

現在 ピーク時
(2019年度) (2033年度)

54,683人 1.26倍 69,000人

23.40% 7.9%増 31.30%

14年後

 

【本件に関する連絡先】 

健康福祉局 介護保険課長 岡 康之（TEL：072-228-7513） 
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◆事業費及び国庫補助額 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度（見込額） 

事業費 2,570,503千円 566,000千円 853,000千円 

国庫補助額 

（要望額） 

620,000千円 

（819,000千円） 

238,000千円 

（282,000千円） 

【要望額】 

【356,000千円】 

 

令和 3年度 完成予定 

原池公園の整備イメージ図 

令和元年度 野球場完成 

堺市国土強靭化地域計画取組事業 

【提案・要望先】国土交通省 

 

～提案・要望事項～ 

○ 都市の安全性・利便性などの確保に向けた都市公園の整備を行うために継続的に財源を確保

すること。 

 

原池公園の現況写真 

１6 まちのにぎわいを創出する都市公園の整備等の推進について 

【現状と課題】 

○本市では、定住性の高いゆとりある快適なまちづくりをめざして、現在まで、都市の安全性・
利便性などの確保に向けた都市基盤整備を行ってきた。 

○社会構造の変化が著しい中、多様化する市民ニーズに対応するため以下の事業にかかる継続
的な財源の確保が課題となっている。 

【本市での取組内容】 
① 【原池公園】野球場を新たに有する運動公園として、防災機能を充実し、公園全体で 

約 17.5haの整備を進める。令和 3年度で公園全体の整備を完了予定。 
② 【天神公園】広域避難地として防災機能の充実を図るとともに、地域コミュニティの 

      拠点公園として約 1.0haの整備を進める。 
③ 【大仙公園】仁徳天皇陵古墳、履中天皇陵古墳に隣接する堺市のシンボルパークとして 

一体的に保全・継承し、後世に残していくことを目的に整備を進める。 

【本件に関する連絡先】 

建設局 公園緑地整備課長 三好 力也（TEL:072-228-7424） 
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 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

土地区画整理事業等 

移転補償 

             

宅地整備              

【提案・要望先】国土交通省 

【現状と課題】 

○三宝地区においてＵＲ都市機構が施行中の土地区画整理事業（平成２９年度着手、令

和１１年度換地処分、令和１６年度事業完了予定）については、令和元年度から令和

６年度まで、物件移転補償費を中心に事業費のピークを迎える予定である。 

〇大和川高規格堤防整備事業及び土地区画整理事業等との一体整備にかかる費用につ

いて、整備期間中の各年度の十分な予算確保が課題である。 

 

17 大和川高規格堤防整備事業及び土地区画整理事業等との一体整備の推進について 

 
～提案・要望事項～ 

○ 大和川の治水安全度の向上を図るため、大和川高規格堤防整備事業及び土地区画整

理事業等との一体整備に必要な財源を引き続き確保すること。 

【本件に関する連絡先】 

建築都市局 高規格堤防推進室長 谷口 毅（TEL:072-275-5004） 

◆大和川高規格堤防整備事業と土地区画整理事業等(三宝地区)の一体整備事業スケジュール 

◆土地区画整理事業（三宝地区）等資金計画 ◆事業実施によるストック効果 

 

 

 

 

 

 

 

●事業着手 換地処分● 
 

●土地の引渡し開始 

●仮換地指定（1回目） 

◆事業区間 

(出典)大和川左岸(三宝)土地区画整理事業 事業計画書(実績等加筆） 

(百万円) 
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【本件に関する連絡先】 

建設局 河川水路課長 小畠 一剛（TEL:072-228-7418） 

  

 

大阪市 

堺市 

これまでの事業経過 

大和川河川事務所が、平成１１年度より河口から掘削を実施。 

（平成１１～２５年度で累計約２００万㎥を掘削・平成２５年度で完了） 

近年、気候変動などの影響により大規模自然災害が頻繁に発生する中、令和元年１０

月には、台風１９号による東日本を中心とした観測史上最大の豪雨により、千曲川等多

数の河川が氾濫した。このような状況の下、大和川流域においても平成２９年の台風２

１号では、遠里小野、藤井、王寺及び河合の水位観測所で計画高水位を超過し、大阪

府柏原市、奈良県王寺町、三郷町で河川の溢水による家屋浸水等が発生。 

  

堤防 1.2

130m 
川底 

水面 

堤防 

川底 

川底（斜線部）を掘下げた断面 

掘下げ機械 

～提案・要望事項～ 

○ 大和川が引き起こす洪水から都市基盤を守るために、適切な河道管理を推進し、

さらなる河川改修に取り組むこと。 

最終目標：２００年に一度の降雨に対応する整備。 
 

◆河口部掘削実施状況 

【課題】 

○大和川が引き起こす洪水から都市基盤を守るために、河口部において、土砂
動態をモニタリングしながら、流下能力の向上及び安定的な確保に資する 
河川改修を実施するとともに、最終目標である２００年に一度の降雨に対す
る河川整備を行うこと。 

治水安全度が向上し、市民の安全・安心が確保され、良好なまちづくりや沿岸部
への企業の進出などの展開が期待される。 

掘削済 

◆大和川の断面（阪堺大橋 下流側） 

 

18 直轄河川改修の促進について 

 

【提案・要望先】国土交通省 

 

当初の目標：戦後最大の洪水（昭和57年8月）を起こした流量でも洪水を発生させない。 

◆大和川の河川改修（河口部掘削） 

今後も大和川が引き起こす洪水から都市基盤を守るためには、引き続き適切な河道管

理を推進し、さらなる河川改修に取り組むことが必要。 
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 令和元年度※ 令和 2年度※ 令和 3年度（見込額） 

事業費 96,454千円 279,200千円 350,000千円 

国庫補助額 

（要望額） 

48,227千円 

(146,690千円) 

139,600千円 

 (174,500千円) 

【要望額】 

【175,000千円】 

 

【本件に関する連絡先】 

建設局 土木監理課長  林 寛（TEL:072-228-7416） 

【現状】 

◆道路施設の計画的な点検・補修の実施 

○道路舗装は、幹線道路等について、定期的

に調査を行い、損傷箇所の早期修繕を行う

とともに、計画的に予防保全を行うことで、

３０年間で約１０６億円の縮減を見込んで

いる。 

【課題】 

○老朽化が進行する道路施設の早期対応と長

寿命化、維持管理費の平準化及び将来の補

修費用削減のために、財源の確保が必要。 

 

○公適債は、舗装（表層）、小規模構造物（道

路標識、道路照明灯）の老朽化対策に活用

しており、令和３年度までとなっている時

限措置の延長または撤廃が必要。 

 

 
 ・老朽化が進行する道路施設に早期対応するため、財源の確保が必要 

・公適債の適用条件の拡大や時限措置の延長・撤廃など、柔軟な措置が必要 

 

○道路標識、道路照明灯など道路構造物につ

いて、個別施設計画に基づき、計画的に点

検・補修等を実施している。 

 

19 安全で快適な道路空間の創出と保全の推進について 

 

 
～提案・要望事項～ 

○舗装や道路構造物の点検・補修等を確実に実施し、国土強靭化に資する安全で快適な道 

路空間の創出と保全を推進するため、十分な財源を確保すること。また、公共施設等適正管 

理推進事業債（以下、公適債）の時限措置の延長または撤廃をすること。 

・公適債の時限措置の延長または撤廃が必要 

・公適債の適用条件の拡大や時限措置の延長・撤廃など、柔軟な措置が必要 

 

※ 補正及び防災・減災、国土強靭化のための 3カ年緊急対策分を除く 

◆事業費及び国庫補助額 

【提案・要望先】総務省・国土交通省 

基部の腐食により倒壊した道路照明灯 

計画的な舗装補修の効果 
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【現状と課題】 

○ 本市で発生する全交通事故の 32％が自転車関連事故であり、自転車関連事故の削減が喫緊の課題。

（R1統計） 

○ 本市では、約２割の人が主な交通手段として自転車を利用しているがほぼ横ばいになっており、さ

らなる自転車利用促進のため安全、快適に自転車利用できる自転車通行空間の整備が必要。 

○ 自転車を活用した広域連携によるまちづくりを推進するため、大阪府泉州地域をつなぐサイクルル

ートや大和川河川敷を利用したサイクルルートを整備する等、広域的な自転車ネットワーク形成が

必要。 

◆本市における取組 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成２７年（2015年）に「堺市自転車ネットワーク整備アクションプラン 50km」を策定。積極的に

自転車通行空間整備を進めている。また、令和元年に地方版の自転車活用推進計画を策定。 

                       

◆国庫補助額の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自転車通行環境 

整備事業 
令和２年度 

令和３年度 

(見込額) 

事業費 70,800千円 128,510千円 

国庫補助額 

（要望額） 

38,940千円 

（38,940千円） 

【要望額】 

【70,680千円】 

～提案・要望事項～ 

○ 自転車通行空間整備による安全で快適な自転車利用環境の創出に必要な財源を継続

的に確保すること。 

 
自転車関連事故の削減 

安全で快適な自転車通行空間の早期整備を実現することで自転車関

連事故の削減を図る。 

自転車通行環境整備等により、自転車通行空間の連続性を確保したネ

ットワークを形成し、自転車による回遊性や快適性を向上させる。 

 

自転車利用の拡大 

【本件に関する連絡先】 

建設局 自転車環境整備課長 髙田 善裕（TEL:072-228-0294） 

２0 自転車利用環境整備の推進について 

 

 

【提案・要望先】国土交通省 

通行空間整備済区間（今池三国ヶ丘線）  通行空間整備済区間（深井 73号）

線） 

自転車活用推進計画を踏まえ、自転車通行空間整備の整備を進める。 

誰もが移動しやすく安全で快適な自転車利用環境の創出には財源の確保が必要 
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事業地区

重点路線

【凡例】

事業地区

町家

重点路線

山口家住宅

清学院

鉄砲鍛冶屋敷

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和２年度 令和３年度（見込額） 令和 4年度（見込額） 

事業費 230,500千円 260,355千円 241,360千円 

国庫補助 
要望額 

77,703千円 
（内示額） 

【要望額】 
【122,302千円】 

110,181千円 

 

 

 

 

 

 

 

【本件に関する連絡先】 

 文化観光局 文化財課長  鹿野 吉則（TEL:072-228-7198） 

 建築都市局 都市景観室長 河合 悦二（TEL:072-228-7432） 

事業進捗に応じた国庫補助金を確保することにより、町家修景等の周辺整備を図るとともに、 

歴史的風致維持向上計画の期間内（令和 4年度）に井上関右衛門家住宅の保存修理を完了させる。 

地域に残る歴史文化資源の保存や町家修景等によって歴史的なまちなみを再生し、 
こうした資源を活用することで、新たな魅力と賑わいを創出し、豊かで活力ある地域をめざす 

◆事業費及び国庫補助要望額 （街なみ環境整備事業） 

 

２1 歴史的風致維持向上計画の推進について 

～提案・要望事項～ 

○ 歴史文化資源を活かした豊かで活力ある地域づくりに向けて、堺環濠都市北部地区の歴

史まちづくりに必要な財源を継続的に確保すること。 

【現状と課題】 

○堺市歴史的風致維持向上計画(平成２５年１１月 認定）に堺環濠都市北部地区におけ
る歴史まちづくりの取組みを位置付け。 

○平成２７年度から重点路線沿道を中心に１８件の町家修景を実施。 
○町家建築として全国でも最古の部類に属し、江戸時代の鉄砲鍛冶屋敷の面影を残す 

唯一の貴重な建築物である井上関右衛門家住宅について、平成２９年度に用地等を取
得するとともに、これを歴史的風致形成建造物に指定。 

○今後、町家修景に合わせて道路の美装化のほか、無電柱化についても検討をおこなう
とともに、歴史的風致形成建造物の活用に向けて着実に整備を進める必要がある。 

 
◆今後の取組み予定 

 

堺環濠都市北部地区 

【提案・要望先】文部科学省・国土交通省 

井上関右衛門家住宅 

井上関右衛門家住宅（歴史的風致形成建造物） 

重点路線 

事業地区 
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〒590-0078 
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